
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2025年５月15日

【中間会計期間】 第30期中（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

【会社名】 株式会社アドバンスクリエイト

【英訳名】 Advance Create Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　濱田　佳治

【本店の所在の場所】 大阪市中央区瓦町三丁目５番７号

【電話番号】 ０６（６２０４）１１９３（代表）

【事務連絡者氏名】 総合企画部長　曽我　啓介

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区瓦町三丁目５番７号

【電話番号】 ０６（６２０４）１１９３（代表）

【事務連絡者氏名】 総合企画部長　曽我　啓介

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）

証券会員制法人札幌証券取引所

（札幌市中央区南一条西５丁目14番地の１）

 

EDINET提出書類

株式会社アドバンスクリエイト(E05280)

半期報告書

 1/30



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

中間連結会計期間
第30期

中間連結会計期間
第29期

会計期間

自2023年
10月１日
至2024年
３月31日

自2024年
10月１日
至2025年
３月31日

自2023年
10月１日
至2024年
９月30日

売上高 （千円） 4,479,009 2,720,050 7,856,949

経常利益又は経常損失（△） （千円） 82,196 △1,138,168 △808,075

親会社株主に帰属する中間（当期）

純損失（△）
（千円） △332,505 △1,622,709 △2,250,286

中間包括利益又は包括利益 （千円） △388,857 △1,622,119 △2,306,375

純資産額 （千円） △3,053,822 △6,535,013 △4,973,639

総資産額 （千円） 9,043,490 6,292,431 7,174,111

１株当たり中間（当期）純損失金額

（△）
（円） △15.16 △72.43 △102.26

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） △33.8 △104.1 △72.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,411,343 △1,362,209 △1,674,692

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △114,577 △48,765 △117,130

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,573,700 799,306 1,512,036

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 1,233,645 322,316 941,173

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第29期及び第30期中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しているものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。第29期

中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．株主資本において自己株式として計上されている「従業員持株会支援信託ESOP」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」に残存する自社の株式は、「１株当たり中間（当期）純損失金額」の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アドバンスクリエイト(E05280)

半期報告書

 2/30



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があっ

た事項は、次のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社

グループが判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

　当社グループは、前事業年度の有価証券報告書「第５経理の状況１連結財務諸表等（１）連結財務諸表 注記事項

（継続企業の前提に関する事項）」に記載のとおり、保険代理店事業における代理店手数料売上の計算について再検

証を実施し、過年度に遡って売上高の訂正を行いました。併せて、固定資産に係る減損損失の計上及び繰延税金資産

の取崩等も行っております。これらの訂正等の結果、前連結会計年度において営業損失711百万円、経常損失808百万

円、親会社株主に帰属する純損失2,250百万円を計上し、２期連続で営業損失及び経常損失、３期連続で親会社株主

に帰属する当期純損失を計上、さらに２期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況となっており

ます。また、これらの損失の計上に伴い、当中間連結会計期間末において6,535百万円の債務超過となっており、当

社が上場している東京証券取引所プライム市場、福岡証券取引所本則市場及び札幌証券取引所本則市場における上場

維持基準等（純資産が正であること）に適合しない状態となっております。改善期間は2025年９月末迄であり、2025

年９月末までに純資産の額基準に適合していることが確認できなかった場合には、東京証券取引所等により監理銘柄

（確認中）に指定され、その後、当社が提出する当連結会計年度の有価証券報告書にて純資産の額が正となったこと

が確認できなかった場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は2026年４月１日に上場廃止となります。（福岡証券

取引所及び札幌証券取引所においては、整理銘柄に指定された日から起算して、１か月を経過した日に上場廃止とな

ります。）加えて、一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸契約について、財務制限条項に抵触して

おります。以上より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消すべく以下の対応策を講じておりますが、これらの対応策は実施途上であり、想

定どおりの進捗と十分な成果が得られない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性

があります。

(1) 資本政策

　債務超過の状態を早期に解消すべく、財務状態を抜本的に改善するための資本増強施策等の検討と実行が必須であ

ると考えております。当社は、株主の皆様に関連する議案をご審議いただくための臨時株主総会（以下「本株主総

会」という。）の開催を検討しており、2025年４月15日開催の取締役会において、本株主総会において議決権を行使

することができる株主を確定するため、2025年５月２日を基準日と設定いたしました。本株主総会は基準日から３か

月以内に開催する予定であり、本株主総会の付議議案等の具体化に向けて引き続き検討を進めております。

(2) 営業社員の商品提案力強化による生産性の向上

　業績の回復と再成長に向け、営業社員一人ひとりの商品提案力を強化することにより、一人あたり生産性の向上を

目指してまいります。当社の保険代理店事業においては、入社３年以内の社員が自社開発のオンライン面談システム

（Dynamic OMO）やアバターといった最新テクノロジーを駆使し高い営業成果を挙げる等、多くの若手社員が活躍し

ております。また、AVITA株式会社が開発したアバターAIロープレ支援サービス「アバトレ」を営業社員教育、特に

新卒の営業社員教育に積極的に活用することで、新卒社員の即戦力化に繋げております。このようなテクノロジーを

用いた営業教育により若手社員の更なる成長を促すとともに、営業社員全体の総合提案力の向上、一人あたりの生産

性の向上に繋げてまいります。

(3) 固定費の適正化

　新規採用及び既存人員の配置転換等を行うことにより、当社全体の人員構成の最適化を図り、人件費を適切にコン

トロールしてまいります。並行して、業務委託費を中心とした活動経費の見直しを進め、固定的な費用の削減を進め

ております。これらの取り組みの結果、当中間連結会計期間における販売費及び一般管理費の合計は3,042百万円と

なり、前年同期比で9.2％減少いたしました。

(4) 財務制限条項

　一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸契約については、財務制限条項に抵触しているものの、当

該条項には、抵触した場合に契約上の債務の返済等について期限の利益を喪失する旨の定めはありません。また、本

契約の継続について取引金融機関の承諾を得ております。取引金融機関には当社より今後の事業計画についてご説明

し、良好な関係の維持に努めております。

(5) 資金の確保

　当社は、取引金融機関との当座貸越契約等に基づいて借入を実行し、手元資金の確保に努めております。当該借入

の実行額は、当中間連結会計期間において計908百万円、2025年４月１日から同年５月15日までの間において計226百

万円であります。このほか、一部の資産を売却するなどして手元資金の確保を図っております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2024年10月１日～2025年３月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中

で、個人消費が一部復調する等、緩やかな回復基調を維持いたしました。その一方で、円安、長期化する不安定な

世界情勢を背景とした物価上昇によるコスト高等、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　保険業界においては、少子高齢化社会による公的医療保険制度への不安感から、医療保障を補う商品の多様化が

進んでおります。併せて、個人金融資産を貯蓄から投資へ移行する動きから、貯蓄性保険商品のニーズは堅調に推

移している等、民間保険の需要はより拡大することが見込まれております。また、保険業界は保険代理店事業の体

制整備及びお客様本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の実現が求められている状況にありま

す。

　このような状況下、当社グループは「人とテクノロジーを深化させ進化する会社」を標榜し、あらゆる保険ニー

ズに対応できる「保険業界のプラットフォーム」と、OMO（Online Merges with Offline.=オンラインとオフライ

ンの融合）時代に相応しい体制を構築すべく、日々新たな挑戦を行っております。具体的には、2020年以降、自社

開発のオンライン面談システム「Dynamic OMO」により、対面と非対面の垣根をなくし、オフラインと同等のオン

ライン保険相談を実現しております。また、2022年７月からは、大阪大学の石黒浩教授が代表を務めるスタート

アップ企業「AVITA株式会社（以下「AVITA社」という。）」と提携し、同社が開発したアバターを保険相談等に活

用すると共に、アバターの活用事例やシステム改修案、顧客アンケート結果等をAVITA社と連携することで、より

利便性の高いアバターの共同開発を進めております。また、生成AIを用いた「アバターAIロープレ支援サービス

『アバトレ』」での教育を通して、営業社員の早期戦力化を目指しております。さらに、従来はお客様とのコミュ

ニケーション手段として電話を使用することが一般的でしたが、LINEやSMS等のテキストツールの活用、生成AIを

用いた夜間・早朝のお問い合わせに対する自動応答等、お客様の利便性の向上に努めております。加えて、生成AI

を用いたSNS上でのプロモーション活動を行い、若年層をターゲットにした集客を行っております。

　当社は今後も、保険募集プロセスのDX化を推進することで、収益力のさらなる向上を図ってまいります。併せ

て、保険業界の共通プラットフォームシステム「Advance Create Cloud Platform」（以下「ACP」という。）の開

発と販売についても、引き続き推進してまいります。ACPの普及により、営業活動のデジタル化と事務負担の大幅

な軽減が期待できます。ACPの主要機能である顧客情報管理システム「御用聞き」、申込共通プラットフォームシ

ステム「丁稚（DECHI）」、保険証券管理アプリ「folder」、オンライン面談システム「Dynamic OMO」は、いずれ

も導入したお客様からご好評をいただいております。また、各種システムのアプリ化等さらなる機能拡充を進めて

おります。さらに、「Dynamic OMO」とAVITA社のアバターを連携するシステム開発を行い、共に販売を行っており

ます。これらACPシステムを保険業界のスタンダードとすべく積極的に展開し、サブスクリプションモデルとして

のストック収入の確保及び協業事業の拡大を目指します。これらの営業施策を推進・拡充する一方で、情報セキュ

リティ体制、保険募集管理体制の強化等、ガバナンス及びコンプライアンス体制を一層充実させるために、積極的

に経営資源を投下してまいります。

　当中間連結会計期間においては、保険代理店事業において、PV計算における変動対価の精緻化によりPVが減少し

たこと、アポイント獲得数が伸び悩み、新規保険面談数に影響が出たことで特に協業での実績が低迷したこと、メ

ディア事業において、保険選びサイト「保険市場（ほけんいちば）」への広告出稿が伸び悩んだことが、主な減収

減益要因となりました。

　以上により、当中間連結会計期間の売上高は2,720百万円（前年同期比39.3％減）、営業損失は1,037百万円（前

年同期は92百万円の利益）、経常損失は1,138百万円（前年同期は82百万円の利益）、親会社株主に帰属する中間

純損失は1,622百万円（前年同期は332百万円の損失）となりました。
 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（保険代理店事業）

　PV計算における変動対価の精緻化によりPVが減少したこと、アポイント獲得数が伸び悩み、新規保険面談数に影

響が出たことで特に協業での実績が低迷したこと等により、減収減益となりました。

　この結果、保険代理店事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は1,975百万円（前年同期比37.6％減

減）、営業損失は1,075百万円（前年同期は321百万円の損失）となりました。
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（ASP事業）

　乗合保険代理店等へのACPの販売が堅調に推移したことにより、増収増益となりました。

　この結果、ASP事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は152百万円（前年同期比4.2％増）、営業利

益は59百万円（前年同期比10.4％増）となりました。

（メディア事業）

　保険選びサイト「保険市場（ほけんいちば）」への広告出稿が伸び悩んだことにより、減収減益となりました。

　この結果、メディア事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は38百万円（前年同期比96.7％減）、営

業損失は16百万円（前年同期は249百万円の利益）となりました。

（メディアレップ事業）

　前年同期に比べて受注が伸び悩んだことにより、減収減益となりました。

　この結果、メディアレップ事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は224百万円（前年同期比40.2％

減）、営業損失は58百万円（前年同期は12百万円の利益）となりました。

（再保険事業）

　再保険の取引量が減少したことにより、減収減益となりました。

　この結果、再保険事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は508百万円（前年同期比13.0％減）、営

業利益は32百万円（前年同期比55.8％減）となりました。

 

①財政状態

（資産合計）

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ881百万円減少し6,292百万円（前連結会計年度末

は7,174百万円）となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ718百万円減少しましたが、これは主に、未収消費税等が129百万円増加し

た一方で、現金及び預金が619百万円減少、売掛金が248百万円減少したこと等によるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ159百万円減少しましたが、これは主に、保険積立金が124百万円減少した

こと等によるものです。

（負債合計）

　当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ679百万円増加し12,827百万円（前連結会計年度

末は12,147百万円）となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ873百万円増加しましたが、これは主に、短期借入金が958百万円増加した

こと等によるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ194百万円減少しましたが、これは主に、債務保証損失引当金が95百万円

増加した一方で、債権流動化に係る調整勘定（負債）が205百万円減少したこと等によるものです。

（純資産合計）

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,561百万円減少し△6,535百万円（前連結会計

年度末は△4,973百万円）となりました。

　これは主に、親会社株主に帰属する中間純損失を1,622百万円計上したこと等によるものです。

 

②経営成績

（売上高）

　当中間連結会計期間の売上高は、2,720百万円（前年同期比39.3％減）となりました。これは主に、保険代理店

事業において、PV計算における変動対価の精緻化によりPVが減少したこと、アポイント獲得数が伸び悩み、新規保

険面談数に影響が出たことで特に協業での実績が低迷したこと、メディア事業において、保険選びサイト「保険市

場（ほけんいちば）」への広告出稿が伸び悩んだことによるものであります。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　当中間連結会計期間の売上原価は、715百万円（前年同期比31.0％減）となりました。これは主に、マーケティ

ングコストの見直しを行ったことによるものであります。

　当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費は、3,042百万円（前年同期比9.2％減）となりました。これは主

に、各部門での固定費の見直し等、各種コスト低減に努めたことによるものであります。

（営業利益）

　当中間連結会計期間の営業損失は、1,037百万円（前年同期は92百万円の利益）となりました。これは主に、保

険代理店事業及びメディア事業において、前述の要因により売上高が減少したことによるものであります。

（経常利益）

　当中間連結会計期間の経常損失は、1,138百万円（前年同期は82百万円の利益）となりました。これは主に、保

険代理店事業及びメディア事業において、前述の要因により売上高が減少したことによるものであります。
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（親会社株主に帰属する中間純利益）

　当中間連結会計期間の親会社株主に帰属する中間純損失は1,622百万円（前年同期は332百万円の損失）となりま

した。これは主に、保険代理店事業及びメディア事業において、前述の要因により売上高が減少したことと、固定

資産の減損により特別損失として減損損失を144百万円計上したことによるものであります。

 

③キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ618

百万円減少し、322百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、税金等調整前中間純損失1,590百万円（前年同期

は316百万円）、減価償却費34百万円（前年同期は42百万円）、売上債権の増減額248百万円（前年同期は△1,473

百万円）、未収入金の増減額△13百万円（前年同期は274百万円）及び法人税等の支払額11百万円（前年同期は66

百万円）等により、1,362百万円の支出（前年同期は1,411百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、無形固定資産の取得による支出162百万円（前年

同期は327百万円の支出）、保険積立金の解約による収入88百万円等により、48百万円の支出（前年同期は114百万

円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果獲得した資金は、短期借入金の増減額958百万円（前年同期は1,612

百万円）等により、799百万円の収入（前年同期は1,573百万円の収入）となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
 
（3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。
 
（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
 
（5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。
 
（6）資本の財源及び資金の流動性

　当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性の重要な変更はありません。
 
（7）保険代理店事業に係る売上計上について

　保険代理店事業の主たる収入は保険代理店手数料収入であります。当社グループは、保険契約の媒介及び代理行

為に伴い、各保険会社との契約及び手数料規程に基づき保険代理店手数料を受領しております。

　保険代理店手数料の受領形態は、保険商品の種類（生命保険・損害保険、契約期間(１年・複数年)、保険料支払

方法(年払い・月払い)、その他）、保険会社毎の契約及び規程により様々な形態があり、保険契約成立時に受領す

るもの（初回手数料）及び保険契約継続に応じて受領するもの（２回目以降手数料）等、これらについて一括又は

分割ならびにその受領割合等が異なるものが存在しております。

　当社グループは、初回手数料については保険契約成立時に受領する手数料額を売上計上しているほか、将来支払

われる代理店手数料の割引現在価値を算出し、これを保険契約成立時に認識、計上する方法により売上を計上して

おります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年５月15日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 22,988,200 22,988,200

東京証券取引所（プライム市場）

福岡証券取引所

札幌証券取引所

単元株式数

100株

計 22,988,200 22,988,200 － －

（注）2024年11月１日より、新株予約権の行使を停止しております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　会社法に基づき発行した行使価額修正条項付新株予約権付社債券等は、次の通りであります。

決議年月日 2024年６月７日

新株予約権の割当先 大和証券株式会社

新株予約権の数（個）※ 16,198 [15,690]

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ （注１）1,619,800 [1,569,000]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注２）842.4

新株予約権の行使期間 ※
自　2024年６月25日

至　2027年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

（注３）発行価格　842.4

資本組入額　421.2

新株予約権の行使の条件 ※ （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ （注５）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注６）

　※ 第29期事業年度の末日（2024年９月30日）における内容を記載しております。第29期事業年度の末日から本書提出

日の前月末現在（2025年４月30日）にかけて変更された事項については、本書提出日の前月末現在における内容を

[　]内に記載しており、その他の事項については第29期事業年度の末日における内容から変更はありません。
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（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とす

る。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、付与株式数を乗じた金額とする。

当初行使価額は1,030円とする。また、上限行使価額は設けず、下限行使価額は721円とする。行使価額は、本

新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）に、修正日の直前取引日（同日に終値がな

い場合には、その直前の終値のある取引日をいい、以下「算定基準日」という。）の株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額（円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。）に修正される。

３．増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該行使により取得することとなる株式数が払込期

日における当社上場株式数の10％を超えることとなる場合の、当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行

使は行うことができない。

５．譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部若しくは一部の承継、

または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取得等のために必要な場合に

は、当社は、行使価額について必要な調整を行うものとする。

７．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

①　本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式2,000,000株、割当株式数は100株で確定しており、

株価の上昇または下落により行使価額が修正されても変化しない（但し、株式分割等により当社普通株式の発

行済株式総数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、割当株式数は調整されることがあ

る。）。なお、行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加または減少する。

②　本新株予約権の行使価額の修正基準：本新株予約権の行使価額は、行使請求の通知が行われた日に、修正

日の直前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額（円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。以下「修正後行使価額」という。）に修正される。

③　行使価額の修正頻度：行使請求の効力が発生する都度、修正される。

④　行使価額の下限：当初721円（基準価格の70％）

⑤　割当株式数の上限：本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式2,000,000株（2023年９月30日

現在の発行済株式総数に対する割合は8.87％）、割当株式数は100株で確定している。

⑥　本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（下限行使価額にて本新株予約権が全て行使され

た場合の資金調達額）：1,442,000,000円

⑦　本新株予約権には、当社取締役会の決議により本新株予約権に係る新株予約権者（当社を除く。）（以下

「本新株予約権者」という。）の保有する本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設けられている。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次のとおり行使され

　　ております。

 

中間会計期間

（2024年10月１日から

2025年３月31日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
508

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 50,800

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 774.03

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 39,320

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
4,310

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
431,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
912.52

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
393,296

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年10月１日～

2025年３月31日
50,800 22,988,200 19,863 3,357,076 19,863 457,766
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（５）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社濱田ホールディングス 大阪市中央区安土町２丁目３-13 4,412,400 19.19

濱田　佳治 大阪府豊中市 1,583,500 6.88

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,233,200 5.36

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行)

東京都中央区八重洲２丁目２-１

（東京都中央区晴海１丁目８-12） 989,200 4.30

メットライフ生命保険株式会社

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

東京都千代田区紀尾井町１番３号

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）
989,200 4.30

第一生命ホールディングス株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 989,200 4.30

濱田　亜季子 大阪府豊中市 949,900 4.13

FWD生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都中央区日本橋本町２丁目２-５

（東京都中央区晴海１丁目８-12） 845,000 3.67

富国生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区内幸町２丁目２-２

（東京都中央区晴海１丁目８-12） 700,000 3.04

SMBC日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 571,800 2.48

計 － 13,263,400 57.70
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,970,200 229,702 －

単元未満株式 普通株式 15,500 － －

発行済株式総数  22,988,200 － －

総株主の議決権  － 229,702 －

（注）１．従業員持株会支援信託ESOP導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当

社株式152,800株は、上記自己保有株式に含めておりません。

２．株式給付信託（J-ESOP）導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当

社株式416,100株は、上記自己保有株式に含めておりません。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アドバン

スクリエイト

大阪市中央区瓦町

三丁目５番７号
2,500 - 2,500 0.01

計 － 2,500 - 2,500 0.01

（注）１．従業員持株会支援信託ESOP導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当

社株式152,800株（0.66％）は、上記自己保有株式に含めておりません。

２．株式給付信託（J-ESOP）導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当

社株式416,100株（1.81％）は、上記自己保有株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、あおい監査法人による期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第29期連結会計年度        桜橋監査法人

第30期中間連結会計期間    あおい監査法人
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 994,480 374,722

売掛金 2,472,312 2,223,888

未収入金 279,615 292,718

未収消費税等 390,121 520,093

未収還付法人税等 1,222,384 1,218,979

その他 551,724 561,899

流動資産合計 5,910,640 5,192,301

固定資産   

有形固定資産 1,854 1,456

無形固定資産   

ソフトウエア 115,518 95,180

無形固定資産合計 115,518 95,180

投資その他の資産   

投資有価証券 30,390 31,842

長期前払費用 930 539

差入保証金 800,480 778,067

保険積立金 124,253 －

繰延税金資産 141,694 146,280

その他 33,758 35,936

投資その他の資産合計 1,131,508 992,667

固定資産合計 1,248,880 1,089,303

繰延資産 14,590 10,826

資産合計 7,174,111 6,292,431

負債の部   

流動負債   

買掛金 70,563 49,779

短期借入金 ※１ 2,717,500 ※１ 3,675,656

１年内償還予定の社債 300,000 150,000

未払法人税等 210 32,552

未払金 1,190,588 1,276,083

預り金 246,047 192,924

債権流動化に係る調整勘定（負債） ※２,※３ 441,940 ※２,※３ 465,025

リース債務 128,072 124,181

賞与引当金 121,711 141,343

その他 553,691 536,734

流動負債合計 5,770,324 6,644,281

固定負債   

長期借入金 164,570 155,900

社債 350,000 350,000

債権流動化に係る調整勘定（負債） ※２,※３ 4,348,150 ※２,※３ 4,142,548

リース債務 576,899 515,779

債務保証損失引当金 － 95,955

退職給付に係る負債 379,447 374,719

資産除去債務 466,897 461,906

その他 91,461 86,353

固定負債合計 6,377,426 6,183,163

負債合計 12,147,751 12,827,444
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,337,212 3,357,076

資本剰余金 460,893 480,756

利益剰余金 △8,360,788 △9,983,498

自己株式 △423,815 △402,390

株主資本合計 △4,986,498 △6,548,055

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △99 490

その他の包括利益累計額合計 △99 490

新株予約権 12,958 12,552

純資産合計 △4,973,639 △6,535,013

負債純資産合計 7,174,111 6,292,431
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 4,479,009 2,720,050

売上原価 1,036,277 715,396

売上総利益 3,442,731 2,004,654

販売費及び一般管理費 ※ 3,349,919 ※ 3,042,607

営業利益又は営業損失（△） 92,812 △1,037,953

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,575 1,493

受取保証料 4,647 4,647

投資有価証券売却益 92,770 －

貴金属地金売却益 7,430 －

その他 5,886 2,516

営業外収益合計 113,311 8,657

営業外費用   

支払利息 14,772 35,707

支払手数料 101,171 58,164

為替差損 5,881 7,188

その他 2,102 7,812

営業外費用合計 123,927 108,873

経常利益又は経常損失（△） 82,196 △1,138,168

特別損失   

店舗閉鎖損失 － 11,792

減損損失 398,821 144,474

債務保証損失引当金繰入額 － 95,955

保険解約損 － 35,290

特別調査費用 － 34,195

過年度訂正に伴う費用 － 130,945

特別損失合計 398,821 452,653

税金等調整前中間純損失（△） △316,624 △1,590,822

法人税等 15,880 31,886

中間純損失（△） △332,505 △1,622,709

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △332,505 △1,622,709
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

中間純損失（△） △332,505 △1,622,709

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56,352 589

その他の包括利益合計 △56,352 589

中間包括利益 △388,857 △1,622,119

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △388,857 △1,622,119

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △316,624 △1,590,822

減価償却費 42,614 34,535

減損損失 398,821 144,474

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 95,955

賞与引当金の増減額（△は減少） △26,712 19,632

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △27,536 △7,558

受取利息及び受取配当金 △2,575 △1,493

支払利息及び社債利息 14,772 35,707

繰延資産償却額 1,962 3,764

店舗閉鎖損失 － 11,792

投資有価証券売却損益（△は益） △92,770 －

為替差損益（△は益） 5,879 7,188

貴金属地金売却損益（△は益） △7,430 325

保険解約損益（△は益） － 35,290

売上債権の増減額（△は増加） △1,473,691 248,424

未収入金の増減額（△は増加） 274,884 △13,102

債権流動化に係る調整勘定（負債）の増減額（△

は減少）
△83,748 △182,517

預け金の増減額（△は増加） △57,049 621

長期前払費用の増減額（△は増加） 52,565 390

未払消費税等の増減額（△は減少） △36,520 －

未収消費税等の増減額（△は増加） － △129,971

未払金の増減額（△は減少） △122,515 91,463

その他 △251,714 △126,426

小計 △1,707,391 △1,322,324

利息及び配当金の受取額 2,571 1,477

利息の支払額 △14,491 △34,963

法人税等の支払額 △66,057 △11,282

法人税等の還付額 374,026 4,883

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,411,343 △1,362,209

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △17,017 △1,609

投資有価証券の取得による支出 △1,999 △646

投資有価証券の売却による収入 117,371 －

無形固定資産の取得による支出 △327,970 △162,215

保険積立金の解約による収入 － 88,963

差入保証金の差入による支出 △1,146 △10,721

差入保証金の回収による収入 53,258 33,133

その他 62,926 4,331

投資活動によるキャッシュ・フロー △114,577 △48,765
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 1,612,000 958,156

長期借入金の返済による支出 － △8,670

自己株式の処分による収入 27,059 25,848

社債の発行による収入 494,330 －

社債の償還による支出 △100,000 △150,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 39,320

配当金の支払額 △393,404 △337

その他 △66,285 △65,010

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,573,700 799,306

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,879 △7,188

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 41,900 △618,856

現金及び現金同等物の期首残高 1,191,745 941,173

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,233,645 ※ 322,316
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度において、保険代理店事業における代理店手数料売上の計算について再検証を

実施し、過年度に遡って売上高の訂正を行いました。併せて、固定資産に係る減損損失の計上及び繰延税金資産の

取崩等も行っております。これらの訂正等の結果、前連結会計年度において営業損失711,305千円、経常損失

808,075千円、親会社株主に帰属する当期純損失2,250,286千円を計上いたしました。

　当中間連結会計期間においても、営業損失1,037,953千円、経常損失1,138,168千円、親会社株主に帰属する中間

純損失1,622,709千円を計上し、当中間連結会計期間末において6,535,013千円の債務超過となっております。

　加えて、一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸契約について、財務制限条項に抵触しておりま

す。

　以上より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 

　当社グループは、当該状況を解消すべく以下の対応策を講じております。

(1) 資本政策

　債務超過の状態を早期に解消すべく、財務状態を抜本的に改善するための資本増強施策等の検討と実行が必須で

あると考えております。当社は、株主の皆様に関連する議案をご審議いただくための臨時株主総会（以下「本株主

総会」という。）の開催を検討しており、2025年４月15日開催の取締役会において、本株主総会において議決権を

行使することができる株主を確定するため、2025年５月２日を基準日と設定いたしました。本株主総会は基準日か

ら３か月以内に開催する予定であり、本株主総会の付議議案等の具体化に向けて引き続き検討を進めております。

　(2) 営業社員の商品提案力強化による生産性の向上

業績の回復と再成長に向け、営業社員一人ひとりの商品提案力を強化することにより、一人あたり生産性の向上を

目指してまいります。当社の保険代理店事業においては、入社３年以内の社員が自社開発のオンライン面談システ

ム（Dynamic OMO）やアバターといった最新テクノロジーを駆使し高い営業成果を挙げる等、多くの若手社員が活

躍しております。また、AVITA社が開発したアバターAIロープレ支援サービス「アバトレ」を営業社員教育、特に

新卒の営業社員教育に積極的に活用することで、新卒社員の即戦力化に繋げております。このようなテクノロジー

を用いた営業教育により若手社員の更なる成長を促すとともに、営業社員全体の総合提案力の向上、一人あたりの

生産性の向上に繋げてまいります。

(3) 固定費の適正化

　新規採用及び既存人員の配置転換等を行うことにより、当社全体の人員構成の最適化を図り、人件費を適切にコ

ントロールしてまいります。並行して、業務委託費を中心とした活動経費の見直しを進め、固定的な費用の削減を

進めております。これらの取り組みの結果、当中間連結会計期間における販売費及び一般管理費の合計は

3,042,607千円となり、前年同期比で9.2％減少いたしました。

(4) 財務制限条項

　一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸契約については、財務制限条項に抵触しているものの、

当該条項には、抵触した場合に契約上の債務の返済等について期限の利益を喪失する旨の定めはありません。ま

た、本契約の継続について取引金融機関の承諾を得ております。取引金融機関には当社より今後の事業計画につい

てご説明し、良好な関係の維持に努めております。

(5) 資金の確保

　当社は、取引金融機関との当座貸越契約等に基づいて借入を実行し、手元資金の確保に努めております。当該借

入の実行額は、当中間連結会計期間において計908,156千円、2025年４月１日から同年５月15日までの間において

計226,841千円であります。このほか、一部の資産を売却するなどして手元資金の確保を図っております。

 

　しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、関係者との最終的な合意が得られていないものもあるため、

現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

　なお、当社グループの中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を中間連結財務諸表に反映しておりません。
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（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（会計上の見積りの変更）

　保険代理店事業における保険代理店手数料収入につきましては、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準

第29号、2020年３月31日）等に基づき、将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定した額により売上を計

上しております。将来キャッシュ・フローは、保険契約ごとの残存有効契約期間にわたって得られる保険代理店手

数料収入を、保険代理店委託契約等の定めに基づき見積もっております。

　従来、不確実性が高い保険契約の自動更新分を除いた将来キャッシュ・フローに、保険会社より提供された継続

率を前提とした割引率を用いて売上を計上しておりました。当中間連結会計期間において、一定の過去実績が蓄積

され、自動更新率等の実績及び継続率の実績の新たな情報の入手に伴い、より精緻な変動対価の見積りが可能と

なったため、見積りの変更を行いました。

　この変更により、売掛金残高が395,018千円減少し、売上高、営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益

が、それぞれ359,107千円減少しております。

 

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当社及び国内連結子会社の税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

(1)取引の概要

 (従業員持株会支援信託ESOP)

　当社は、2021年11月16日開催の取締役会において、中長期的な企業価値向上に対し、当社グループ従業員にイン

センティブを付与することにより、労働意欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化及び安定的な財産形成

の促進を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託ESOP」の再導入を決議い

たしました。

　当社がアドバンスクリエイト従業員持株会（以下「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件

を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当社

株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却しま

す。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、期間中に拠出した金額に応じて受益者たる従業員

に金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財産限定特約

付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担はあり

ません。なお、「従業員持株会支援信託ESOP」終了時に、信託財産に係る債務残高が残る場合に備えるため、債務

保証損失引当金として損失負担見込額を計上しております。

 (株式給付信託（Ｊ-ESOP）)

　当社は、2015年11月11日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済

的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的とし

て、当社従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ-ESOP）」の導入を決

議いたしました。

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社従業員に対して、当社株式を給

付する仕組みです。

　当社は、当社従業員に対してポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに

相当する当社株式を給付します。当社従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分

も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2)当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)を適用しております。

(3)信託に残存する自社の株式

 (従業員持株会支援信託ESOP)

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末162,479千円、172,700株、当中

間連結会計期間末143,863千円、株式数は152,800株であります。

 (株式給付信託（Ｊ-ESOP）)

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末258,927千円、420,700株、当中

間連結会計期間末256,096千円、416,100株であります。

(4)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度末164,570千円、当中間連結会計期間末

155,900千円であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

　※１．当社では、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年９月30日）
当中間連結会計期間
（2025年３月31日）

当座貸越極度額 3,200,000千円 3,972,947千円

借入実行残高 2,717,500千円 3,575,656千円

差引額 482,500千円 397,291千円

 

※２．当社では、自己信託等を活用した売掛債権の流動化を行っておりますが、売上高の訂正に伴って、訂正後の

流動化対象売掛債権の金額と債権流動化の既実行額との間に差額が生じたことから、これを債権流動化に係る

調整勘定（負債）として計上しております。債権流動化に係る調整勘定（負債）に対応する売掛債権流動化実

行残高は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（2024年９月30日）
当中間連結会計期間
（2025年３月31日）

　流動化実行残高 10,916,139千円 9,650,466千円

 

※３．財務制限条項

　当社が取引金融機関等との間で行っている債権流動化において、契約上、財務制限条項が付されており、内

容は以下のとおりです。

　①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、各契約において定められ

た日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度

末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い

方の金額以上に維持すること。

　②各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

　当社は、当連結会計年度末において上記の①、②にかかる財務制限条項に抵触しております。

　なお、当該財務制限条項には、抵触した場合に契約上の債務の返済等について期限の利益を喪失する旨の定

めはありません。

　また、本契約の継続について取引銀行の承諾を得ております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年10月１日

　　至 2024年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日

　　至 2025年３月31日）

報酬給与 1,140,693千円 910,512千円

賞与引当金繰入額 118,420千円 141,343千円

退職給付費用 29,395千円 25,371千円

支払手数料 956,028千円 794,395千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年10月１日
至 2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金勘定 1,279,219千円 374,722千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △45,573千円 △52,405千円

現金及び現金同等物 1,233,645千円 322,316千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日

取締役会（注）
普通株式 394,707 17.50 2023年９月30日 2023年12月18日

資本剰余金

利益剰余金

（注）2023年11月10日開催の取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株会支援信託ESOPが保有する当社株

式に対する配当金3,647千円及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式に対する配当金7,530千円が含

まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月24日

取締役会（注）
普通株式 394,707 17.50 2024年３月31日 2024年６月26日

資本剰余金

利益剰余金

（注）2024年５月24日開催の取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株会支援信託ESOPが保有する当社株

式に対する配当金3,300千円及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式に対する配当金7,420千円が含

まれております。なお、当配当の実施にあたり当社は2024年３月31日を臨時決算日として臨時計算書類の作

成（臨時決算）を行い、利益を分配可能額（利益剰余金）に算入することを予定しております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

 

保険代理店

事業

(注)３

ASP事業
メディア

事業

メディア

レップ事業
再保険事業 計

売上高         

顧客との契約から

生じる収益
2,325,202 146,164 1,154,871 267,962 584,808 4,479,009 － 4,479,009

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
2,325,202 146,164 1,154,871 267,962 584,808 4,479,009 － 4,479,009

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

838,369 － － 106,721 － 945,091 △945,091 －

計 3,163,572 146,164 1,154,871 374,683 584,808 5,424,100 △945,091 4,479,009

セグメント利益

又は損失（△）
△321,750 53,959 249,793 12,200 72,500 66,702 26,109 92,812

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額26,109千円はセグメント間取引消去によるもので

す。

２. セグメント利益又は損失（△）の合計額は中間連結損益計算書の営業利益と一致しており

ます。

３．報告セグメント保険代理店事業の売上高のうち、生命保険及び損害保険の区分による売上

高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 保険代理店事業セグメント

売上高 生命保険 損害保険 計

　外部顧客への売上高 2,106,338 218,864 2,325,202

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
796,525 41,844 838,369

計 2,902,863 260,708 3,163,572

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
　「保険代理店事業」セグメントにおいて、収益性の低下により帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において398,821千円であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

 

保険代理店

事業

(注)３

ASP事業
メディア

事業

メディア

レップ事業
再保険事業 計

売上高         

顧客との契約から

生じる収益
1,946,176 152,355 38,635 74,318 508,564 2,720,050 － 2,720,050

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
1,946,176 152,355 38,635 74,318 508,564 2,720,050 － 2,720,050

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

28,861 － － 149,878 － 178,739 △178,739 －

計 1,975,037 152,355 38,635 224,197 508,564 2,898,790 △178,739 2,720,050

セグメント利益

又は損失（△）
△1,075,756 59,548 △16,242 △58,566 32,018 △1,058,998 21,045 △1,037,953

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額21,045千円はセグメント間取引消去によるもので

す。

２. セグメント利益又は損失（△）の合計額は中間連結損益計算書の営業損失と一致しており

　　ます。

３．報告セグメント保険代理店事業の売上高のうち、生命保険及び損害保険の区分による売上

　　高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 保険代理店事業セグメント

売上高 生命保険 損害保険 計

　外部顧客への売上高 1,836,321 109,855 1,946,176

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
21,661 7,200 28,861

計 1,857,982 117,055 1,975,037

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
　「保険代理店事業」セグメントにおいて、収益性の低下により帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において144,474千円であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

(1）１株当たり中間純損失金額（△） △15円16銭 △72円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失金額（△）

（千円）
△332,505 △1,622,709

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損

失金額（千円）
△332,505 △1,622,709

普通株式の期中平均株式数（株） 21,927,840 22,401,119

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）１．当中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在している

ものの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。前中間連結会計期間における潜在株式調整後１

株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、「１株当たり中間純損失金

額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(従業員持株会支援信託ESOP)

１株当たり中間純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間

198,210株、当中間連結会計期間163,703株であります。

(株式給付信託（J-ESOP）)

１株当たり中間純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間

428,643株、当中間連結会計期間418,624株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年５月15日

株式会社アドバンスクリエイト

取締役会　御中
 

あおい監査法人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 惠良　健太郎

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 丸木　章道

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバ

ンスクリエイトの2024年10月１日から2025年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年10月１日から2025

年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アドバンスクリエイト及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において営業損失711,305千円、経常

損失808,075千円、親会社株主に帰属する当期純損失2,250,286千円を計上し、当中間連結会計期間においても、営業損失

1,037,953千円、経常損失1,138,168千円、親会社株主に帰属する中間純損失1,622,709千円を計上し、当中間連結会計期

間末において6,535,013千円の債務超過となっている。加えて、一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸

契約について、財務制限条項に抵触している。この結果、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対

応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

その他の事項

　会社の2024年９月30日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2025年２月28日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2025年２月28日付けで無限定適正意見を表明している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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